刈谷市雨水流出抑制施設設置要綱
（目的）
第１条　この要綱は、総合的な治水対策の一環として、市施設において雨水流出抑制を実施するとともに、市内における開発行為等に対する雨水流出抑制の普及啓発を行うことにより、降雨による浸水被害を防ぎ、もって安全な生活環境の向上に資することを目的とする。
（定義）
第２条　この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。
（１）雨水流出抑制　雨水を地中に浸透させ、又は一時的に貯留することにより、公共用水域に流出する雨水量を減少させることをいう。
（２）雨水流出抑制施設　貯留施設、浸透施設又はこれらを組み合わせた施設をいう。
（３）貯留施設　公園、校庭、集合住宅の棟間、駐車場等の空間地、地下又は建築物の一部に雨水を一時的に貯留する施設で雨水流出を抑制するために設置するものをいう。
（４）浸透施設　浸透ます、浸透管、浸透側溝、透水性舗装等により雨水を地中に浸透させる施設で雨水流出を抑制するために設置するものをいう。
（５）市施設　本市が設置し、又は管理する公用又は公共用に供する施設をいう。
（６）民間施設等　国、愛知県又は本市以外が設置する施設をいう。
（７）開発行為等　都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第４条第１２項に規定する開発行為、建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第２条第１３号に規定する建築行為その他これらに類する行為で市長が特に必要があると認めた行為をいう。
（市施設における雨水流出抑制）
第３条　市施設において、雨水流出量を増加させるおそれのある施設の新設、増設又は改築（以下「新設等」という。）その他特に雨水流出抑制を行うことが必要と認められる行為を行う者は、雨水流出抑制を行うものとする。ただし、次に掲げる行為については、この規定は適用しない。
（１）特定都市河川浸水被害対策法（平成１５年法律第７７号）第３０条に規定する雨水浸透阻害行為
（２）下水道法（昭和３３年法律第７９号）第２条第２号に規定する下水道の新設等に係る行為
（３）河川法（昭和３９年法律第１６７号）第３条第２項（同法第１００条第１項において準用する場合を含む。）に規定する河川管理施設の新設等に係る行為
（４）仮設の建築物等の新設等又は土地を一時的な利用に供する目的で行う行為（当該利用に供された後に原状回復されることが確実な場合に限る。）
（５）非常災害のために必要な応急措置として行う行為
（雨水流出抑制施設の設置）
第４条　前条の規定により雨水流出抑制を行う者は、行為後の流出雨水量の最大値が、行為前の流出雨水量の最大値を上回らないよう雨水流出抑制施設を設置しなければならない。
２　民間施設等において雨水流出抑制を行う者は、雨水流出抑制施設の設置に当たり前項に規定する基準に適合するよう努めるものとする。
（雨水流出抑制施設設置計画書の提出）
第５条　雨水流出抑制施設を設置しようとする者は、工事に着手する日の３０日前までに雨水流出抑制施設設置計画書（様式第１号）に別表第１に掲げる図書を添えて、市長に提出しなければならない。
（実績報告）
第６条　雨水流出抑制施設を設置した者は、工事が完了した日から１４日以内に雨水流出抑制施設実績報告書（様式第２号）に別表第２に掲げる図書を添えて、市長に提出しなければならない。
（民間施設等に対する普及啓発）
第７条　市は、民間施設等における雨水流出抑制を推進するため、民間事業者等に対し、普及啓発を行うものとする。
附　則
　この要綱は、平成２４年４月１日から施行する。
　　　附　則
　この要綱は、令和３年１１月１日から施行する。
別表第１（第５条関係）
	図書の種類
	縮尺
	明示すべき事項

	行為区域位置図
	1/50,000以上
	行為区域の位置（赤枠）

	行為区域図
	1/2,500以上
	行為区域の位置（赤枠）

	現況地形図
	1/500程度
	地形、行為区域の境界（赤枠）及び同寸法、地盤高（行為区域内外）、土地利用区分の面積表（流出係数の区分ごとで着色）

	土地利用計画図（計画）
	1/500程度
	行為区域の境界（赤枠）及び同寸法、流出係数の区分ごとの土地利用形態及び同面積、地盤高（行為区域内外）、予定建築物等の用途、駐車場計画ライン等

	排水施設計画平面図
	1/500程度
	行為区域の境界（赤枠）及び同寸法、集水区域の面積、区域内外の主要地点地盤高、排水施設の位置、排水施設の形状及び名称、排水系統、表面水の流れの方向、建築物の雨水及び汚水の流れ、外周擁壁等の範囲、排水施設の凡例

	対策工事の計画図
	1/100～1/300程度
	対策施設の形状寸法、構造及び各部レベル、調整池容量の計算根拠

	現況写真
	
	行為前の土地利用形態が確認できるもの


備考　雨水流出抑制施設の設置内容により市長が添付の必要がないと認めるものは、添付を省略することができる。
別表第２（第６条関係）
	図書の種類
	縮尺
	明示すべき事項

	排水施設平面図
	1/500程度
	行為区域の境界（赤枠）及び同寸法、集水区域の面積、区域内外の主要地点地盤高、排水施設の位置、排水施設の形状及び名称、排水系統、表面水の流れの方向、建築物の雨水及び汚水の流れ、外周擁壁等の範囲、排水施設の凡例

	対策施設竣工図
	1/100～1/300程度
	対策施設の形状寸法、構造及び各部レベル、調整池容量の計算根拠

	対策施設完了写真
	
	対策施設の構造が確認できるもの
地下施設等で地上から確認できないものについては、施工途中で構造が確認できるもの


